
事務事業の総点検　結果集計表

●集計表の見方

点検前 点検後 拡充 維持 縮小 改善 休廃止

政策部 23 22 4 18 0 0 0 7,911

中心市街地活性化プロジェクト 1 1 0 0 1 0 0 1,800

総務部 35 35 9 23 0 3 0 27,179

財務部 107 40 5 34 1 0 0 27,313

コミュニティ推進部 52 43 7 35 0 1 0 12,800

文化芸術部 40 15 1 14 0 0 0 5,685

福祉部 157 153 8 129 4 9 3 56,464

保険・健康部 153 152 9 128 9 6 0 19,182

環境部 35 28 7 4 1 16 0 88,427

産業振興部 74 53 8 39 5 0 1 41,981

土木部 67 64 0 57 0 6 1 71,670

都市整備部 46 45 6 37 1 1 0 281,345

下水道部 44 44 6 38 0 0 0 6,980

会計室 1 1 0 1 0 0 0 173

教育委員会事務局 106 107 25 78 0 2 2 185,839

市議会事務局 4 2 0 1 0 1 0 2,600

監査事務局 1 1 0 1 0 0 0 100

選挙管理委員会事務局 5 3 0 3 0 0 0 200

公平委員会事務局 1 1 0 1 0 0 0 0

農業委員会事務局 1 1 1 0 0 0 0 102

消防本部 19 20 5 14 0 1 0 11,499

市民病院 9 9 1 8 0 0 0 1,700 5,000

交通部 4 4 0 3 0 0 1 8,412 25,273

水道部 13 13 3 10 0 0 0 6,470 97,209

合計 998 857 105 676 22 46 8 865,832

１　今回の点検結果は、取り組み時点（平成21年8月末）における事務事業の担当部署の考え方を整理したものであり、市の最終決定
　　を示すものではありません。

事業数 総合評価ごと事業数
部名

一般財源ベース
事業費の削減
見込額

企業会計独自
事業費の削減
見込額

６　「企業会計独自事業費の削減見込額」は、原則として独立採算制で運営されている公営企業（市民病院・交通部・水道部）につい
　　ては、公営企業自体の収支改善につなげることが重要であるため、市全体の取り組みに加えて独自の取り組みを行ったものです。

２　点検後の事業数が点検前より減っているのは、今回の総点検にあたり、事務事業の目的等に着目して、事務事業の統合・分割を
　　行ったことによるものです。

３　総合評価の５区分の説明は以下のとおりです。
　　●拡充⇒事業規模・内容を、より拡大・充実し継続すべき事務事業
　　●維持⇒概ね現在の方向性・規模のまま継続すべき事務事業
　　●縮小⇒現在の方向性でよいが、事業規模については縮小方向で改善していくべき事務事業
　　●改善⇒現在の方向性から見直し、規模・手法についても改善を図るべき事務事業
　　●休廃止⇒事業そのものについて休廃止すべき事務事業

５　「一般財源ベース事業費の削減見込額」は、基本的に市税等使途を限定されていない財源である一般財源に係る事業費削減額です
　　が、一部、使用料・特定の使途のためにいただいた特定財源に係る事業費削減額や単年度限りの土地売払い収入等の見込額が含ま
　　れています。

４　「一般財源ベース事業費の削減見込額」及び「企業会計独自事業費の削減見込額」は、それぞれ平成22年度の事業実施にあたり、
　　平成21年度当初予算と比較して削減が見込まれる金額を記載しています。


